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（Ⅰ）平成12年産業連関表からみた北九州市経済の構造
１．概要
　平成12年北九州市産業連関表から北九州市経済の規模をみると、平成12年１年間の北九州市の総需要（需要合計）は10兆1,604億円であり、市民１人当たり(平成12年10月1日現在の推計人口101万1,471人)に換算すると、1,005万円であった。
　一方、この需要を満たすために、市内生産額7兆6,179億円と移輸入（市外からの移入・国外からの輸入）2兆5,425億円による供給が行われた。
　表１のマトリックス（行列）は、13部門分類別（他に、32、104部門分類がある）の平成12年北九州市産業連関表（投入－産出表、Input-Output Tables、Ｉ－Ｏ表ともいう）である。
　縦方向（列）にみると、モノやサービスをつくるための費用構成（投入）を表しており、市内生産額7兆6,179億円は、中間投入3兆5,323億円と粗付加価値4兆855億円に分かれる。ここで、中間投入とは、簡単にいうと、モノやサービスをつくるための原材料費であり、表１の場合、13部門に分かれる。一方、粗付加価値は、労働者の報酬等である雇用者所得2兆1,493億円、企業の営業利潤等である営業余剰7,846億円、減価償却費等である資本減耗引当7,481億円等６項目に分かれる。
　横方向（行）にみると、その製品の消費先販路構成（産出）を表しており、市内生産額7兆6,179億円に移輸入（市外からの移入、国外からの輸入）2兆5,425億円を含めた総需要10兆1,604億円が、中間需要3兆5,323億円と最終需要6兆6,280億円に分かれる。ここで、中間需要とは、概念的にはモノやサービスをつくるために消費される販路を意味し、表１の場合、やはり、中間投入同様13部
[image: image2.emf]図２　特化係数（北九州市）
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門に分かれる（内生部門計のみ中間投入に等しい）。一方、最終需要は、家計、企業、政府等による消費2兆8,406億円と企業、政府等による投資8,538億円（消費と投資を合わせて市内の最終需要）及び移輸出（市外への移出、国外への輸出）2兆9,337億円等６項目に分かれる。
　また、表１のような北九州市の経済の循環構造をフローチャートに表したものが、図１である。
２．生産構造
　平成12年の市内生産額は、7兆6,179億円である。これを平成12年の就業人口45万2,085人で除すと、平成12年１年間で市内の就業者は、一人当たり約1,685万円の生産をおこなったことになる。
　表２は、平成12年の市内生産額を32部門分類別に分けたものである。それぞれの産業部門別生産額の構成比を、全国の構成比と比較することで、本市の生産構造の特徴を把握することができる。特化係数は、全国の構成比を１とした場合の本市の構成比であり、本市の特化係数が1.0を越えていれば、その産業は全国よりも大きなウェイトを占めるものと言える。図２は、本市の特化係数をグラフで表したものである。
　数値の高い方から抽出すると、本市では、鉄鋼（6.837）、鉱業（4.045）、窯業・土石製品（2.115）（窯業・土石製品とは、ガラス製品、セメント製品、陶磁器等）、運輸（1.528）、金属製品（1.520）と続いている。
　この結果から本市の特徴をみると、鉄鋼の特化係数が著しく高いことが分かる。構成比をみても、全国の1.8％に対し、本市は12.2％と圧倒的に高い。また、全般的にいえることは、特化係数の高い部門に、製造業を主とした第２次産業が多いことである。
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実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比 実額 構成比

1農林水産業

8 0.5 266 1.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 -1.2 276 0.7 0 0.0 276 0.4

2鉱業

-0 -0.0 -0 -0.0 0 0.0 0 0.0 -1 -0.0 5 -3.3 3 0.0 340 1.2 343 0.5

3食料品

95 5.71,903 9.3 44 0.7 0 0.0 0 0.0 10 -7.12,051 5.6 876 3.02,928 4.4

4繊維製品

11 0.6 355 1.7 0 0.0 0 0.0 18 0.3 -1 0.5 384 1.0 42 0.1 426 0.6

5

パルプ・紙

 ・木製品

15 0.9 55 0.3 0 0.0 10 0.3 18 0.4 -9 6.3 89 0.2 296 1.0 386 0.6

6化学製品

17 1.0 187 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -17 12.5 188 0.52,179 7.42,367 3.6

7

石油・

 石炭製品

1 0.1 294 1.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -1 0.5 295 0.8 224 0.8 518 0.8

8

窯業・

 土石製品

3 0.2 26 0.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -12 8.5 17 0.01,108 3.81,125 1.7

9鉄鋼

0 0.0 -1 -0.0 0 0.0 -1 -0.0 -4 -0.1 -43 31.6 -49 -0.17,610 25.97,562 11.4

10非鉄金属

0 0.0 5 0.0 0 0.0 0 0.0 -6 -0.1 -2 1.2 -3 -0.0 435 1.5 433 0.7

11金属製品

3 0.2 28 0.1 0 0.0 18 0.5 93 1.8 -14 10.2 128 0.31,228 4.21,355 2.0

12一般機械

0 0.0 5 0.0 0 0.0 357 10.21,129 21.8 -44 32.31,447 3.91,744 5.93,190 4.8

13電気機械

107 6.4 500 2.4 0 0.0 255 7.3 371 7.2 -21 15.31,211 3.32,312 7.93,523 5.3

14輸送機械

0 0.0 327 1.6 0 0.0 23 0.7 43 0.8 -1 0.5 392 1.1 261 0.9 653 1.0

15精密機械

2 0.1 62 0.3 0 0.0 222 6.3 220 4.2 -1 0.6 504 1.4 68 0.2 572 0.9

16

その他の

 製造工業製品

36 2.2 376 1.8 3 0.1 33 1.0 50 1.0 -3 2.0 497 1.31,437 4.91,934 2.9

17建設

0 0.0 0 0.0 0 0.02,362 67.62,526 48.8 0 0.04,888 13.2 0 0.04,888 7.4

18

電力・ガス

 ・熱供給

0 0.0 486 2.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 486 1.3 284 1.0 770 1.2

19

水道・

 廃棄物処理

0 0.0 129 0.6 117 1.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 246 0.7 51 0.2 298 0.4

20商業

167 10.03,060 14.9 0 0.0 117 3.4 297 5.7 6 -4.73,647 9.91,587 5.45,234 7.9

21金融・保険

0 0.0 659 3.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 659 1.8 773 2.61,432 2.2

22不動産

0 0.04,156 20.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.04,156 11.2 229 0.84,385 6.6

23運輸

47 2.81,145 5.6 5 0.1 36 1.0 70 1.3 7 -5.41,310 3.52,169 7.43,479 5.2

24通信・放送

19 1.2 545 2.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 564 1.5 572 2.01,137 1.7

25公務

0 0.0 34 0.21,990 31.8 0 0.0 0 0.0 0 0.02,024 5.5 0 0.02,024 3.1

26教育・研究

0 0.0 466 2.31,168 18.7 0 0.0 0 0.0 0 0.01,633 4.4 2 0.01,635 2.5

27

医療・保健

 ・社会保障・介護

41 2.5 876 4.32,921 46.8 0 0.0 0 0.0 0 0.03,838 10.4 203 0.74,040 6.1

28

その他の

 公共サービス

0 0.0 278 1.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 278 0.8 28 0.1 306 0.5

29

対事業所

 サービス

4 0.2 428 2.1 0 0.0 62 1.8 357 6.9 0 0.0 850 2.3 850 2.91,700 2.6

30対個人サービス

1,091 65.43,841 18.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.04,932 13.32,427 8.37,358 11.1

31事務用品

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

32分類不明

0 0.0 2 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.0 2 0.0 4 0.0

内生部門計

1,668100.0

20,491

100.06,247100.03,495100.05,180100.0 -137100.0

36,944

100.0

29,337

100.0

66,280

100.0

総固定

資本形成

（民間）

在庫純増

市内最終

需要計

移輸出 最終需要計

部門名

表６　項目別最終需要額、及び構成比

家計外

消費支出

民間消費支出

一般政府

消費支出

総固定

資本形成

（公的）


[image: image4.emf]中間投入

３兆5,323億円

（100.0％）

中間投入率[46.4％] 粗付加価値率[53.6％]

市内生産額[75.0％] 　　　移輸入[25.0％]

中間需要[34.8％]

最終需要[65.2％]

　　　　市内最終需要[55.6％] 　　　移輸出[44.3％]

（注）１　32部門表による。「財」は01～18、31の合計、「サービス」は19～30、32の合計である。

　　　２　四捨五入の関係で、内訳は必ずしも合計と一致しない。

　　　３　ここで「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出及び一般消費支出をいい、「投資」は

　　　　　市内総固定資本形成及び在庫純増をいう。

２兆9,337億円

図１ 平成12年北九州市産業連関表からみた財・サービスの流れ

消　費

２兆8,406億円

最終需要６兆6,280億円（100.0％）

市内最終需要

３兆6,944億円

（100.0％）

移輸出

移輸入

（76.9％）

投　資

　8,538億円

（23.1％）

２兆5,425億円

総供給10兆1,604億円（100.0％）

総需要10兆1,604億円（100.0％）

（43.3％）

サービスの生産

４兆3,184億円

（56.7％）

７兆6,179億円

（100.0％）

財の生産

３兆2,995億円

粗付加価値

４兆855億円

（100.0％）

市内生産額

資本減耗引当

7,481億円

（18.3％）

その他

4,037億円

（9.9％）

雇用者所得

２兆1,493億円

（52.6％）

営業余剰

7,846億円

（19.2％）

サービスの投入

1兆6,244億円

（46.0％）

財の投入

1兆9,079億円

（54.0％）

[image: image5.emf]図３　中間投入率
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３．投入構造
　産業連関表の縦方向（列）は、生産活動に要する費用構成（投入）を表している。
　既に述べたように、平成12年の市内生産額7兆6,179億円は、各産業のモノやサービスをつくるのに必要となった原材料・燃料等の購入額を表す「中間投入」3兆5,323億円と、その生産活動によって新たに生み出された価値の「粗付加価値（雇用者所得、営業余剰等）」4兆855億円の二つに大別される。また、市内生産額に占める「中間投入」、「粗付加価値」の構成比をそれぞれ「中間投入率」、「粗付加価値率」とすると、本市のそれらの値は46.4％、53.6％となる。
　表３は、平成12年の32部門分類別中間投入額と中間投入率を表している。
　これをみると、本市の中間投入率の高い部門は、上から石油・石炭製品（75.9％）、鉄鋼（74.5％）、化学製品（72.0％）、輸送機械（69.8％）と続き、製造業が上位を占めている。一方、中間投入率の低い部門は、下から不動産（14.0％）、教育・研究（21.9％）、公務（24.0％）、商業（29.0％）、金融・保険（31.6％）と続き、第３次産業が占めている。
　表３をグラフで表した図３でも見てとれるように、上述の傾向は全国についてもほぼ同じであり、一般に、財貨生産部門（部門番号1～18、31）は中間投入率が大きく、サービス生産部門（部門番号19～30、32）は中間投入率が小さいといえる。ただし、全部門を含めた合計をみると、既に述べたとおり、本市は製造業（財貨生産部門）に特化しているため、本市は全国より中間投入率が高い。
[image: image6.emf]図４　中間需要率
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[image: image7.emf]表１　平成12年北九州市産業連関表（13部門分類表）

中　　　　間　　　　需　　　　要

最　　　　終　　　　需　　　　要

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

部門名 農林 鉱業 製造業 建設 電力・ガ 商業 金融 不動産 運輸 通信 公務

水産業 ス・水道 ・保険 ・放送

1 農林水産業 6 0 282 13 0 1 0 0 0 0 0

2 鉱業 0 2 459 55 331 0 0 0 0 0 0

中 3 製造業 19 39 10,369 1,562 244 204 95 11 561 35 126

4 建設 0 3 162 16 118 36 12 198 73 14 37

5 電力・ガス・水道 1 16 893 49 154 99 22 16 129 35 81

間 6 商業 5 10 1,048 362 54 81 14 4 140 7 22

7 金融・保険 4 29 408 70 103 342 283 260 320 72 6

8 不動産 0 3 76 20 24 169 46 28 178 32 2

投 9 運輸 3 103 797 294 102 246 51 10 673 37 54

10通信・放送 0 2 72 79 17 162 66 7 55 207 28

11公務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

入12サービス 1 20 1,662 485 288 414 380 117 594 258 143

13分類不明 1 6 166 23 13 35 20 19 22 7 1

内生部門計 40 233 16,394 3,029 1,449 1,790 989 670 2,745 704 499

家計外消費支出 0 31 452 92 49 143 100 16 145 196 34

粗 雇用者所得 11 66 4,198 1,983 553 3,054 995 166 1,978 518 957

付 営業余剰 40 56 1,277 97 258 593 790 2,162 358 188 0

加 資本減耗引当 11 34 1,626 302 444 314 277 1,511 399 383 586

価 間接税（除関税） 6 23 694 239 176 295 124 288 218 67 2

値 （控除）経常補助金 0 0 -21 -31 -19 -13 -146 -16 -26 -1 0

粗付加価値部門計 68 210 8,227 2,682 1,461 4,386 2,141 4,127 3,072 1,352 1,579

市内生産額 109 443 24,621 5,712 2,910 6,176 3,130 4,797 5,817 2,056 2,078
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中　　　　間　　　　需　　　　要

最　　　　終　　　　需　　　　要

12 13

サービス分類不明 内生 家計外 民間 一般政府 総固定 在庫純増市内最終 移輸出 最終 需要合計（控除） 市内

部門計 消費支出消費支出消費支出資本形成 需要計 需要計 移輸入 生産額

88 0 390 8 266 0 0 2 276 0 276 666 -557 109

0 0 847 0 0 0 -1 5 3 340 343 1,189 -747 443

2,108 29 15,402 290 4,121 47 2,849 -157 7,151 19,820 26,971 42,373 -17,752 24,621

155 0 824 0 0 0 4,888 0 4,888 0 4,888 5,712 0 5,712

617 6 2,118 0 615 117 0 0 733 336 1,068 3,186 -276 2,910

626 6 2,381 167 3,060 0 414 6 3,647 1,587 5,234 7,615 -1,439 6,176

547 83 2,526 0 659 0 0 0 659 773 1,432 3,958 -828 3,130

215 4 797 0 4,156 0 0 0 4,156 229 4,385 5,182 -385 4,797

346 14 2,731 47 1,145 5 105 7 1,310 2,169 3,479 6,210 -393 5,817

285 9 989 19 545 0 0 0 564 572 1,137 2,126 -70 2,056

0 54 54 0 34 1,990 0 0 2,024 0 2,024 2,078 0 2,078

1,507 28 5,898 1,135 5,889 4,088 418 0 11,531 3,509 15,040 20,938 -2,942 17,996

53 0 366 0 2 0 0 0 2 2 4 370 -35 335

6,548 232 35,323 1,668 20,491 6,247 8,675 -137 36,944 29,337 66,280 101,604 -25,425 76,179

400 8 1,668

6,993 22 21,493

1,991 35 7,846

1,559 34 7,481

654 5 2,789

-148 0 -420

11,448 102 40,855

17,996 335 76,179


表４は、32部門分類別項目別粗付加価値の金額及び構成比である。
　これをみると、新たに生み出された粗付加価値額（市民経済計算の市内総生産にほぼ対応）は合計4兆855億円であるが、その内訳は、商業が4,386億円（10.7％）、不動産が4,127億円（10.1％）、対個人サービスが4,120億円（10.1％）、運輸が3,072億円（7.5％）、対事業所サービスが2,756億円（6.7％）と続いている。

項目別にみると、家計外消費支出は通信・放送（11.8％）、対個人サービス（10.9％）、雇用者所得は商業（14.2％）、建設（9.2％）、運輸（9.2％）、医療・保健・社会保障・介護（9.2％）、営業余剰は不動産（27.6％）、対個人サービス（17.4％）、資本減耗引当は不動産（20.2％）、公務（7.8％）、鉄鋼（7.8％）、間接税は対個人サービス（14.0％）、商業（10.6％）、不動産（10.3％）、鉄鋼（10.1％）、補助金は金融・保険（34.7％）、医療・保健・社会保障・介護（30.6％）が上位となっている。

４．需要構造
　産業連関表の横方向（行）は、各産業が生産したモノやサービスの販路構成（産出）を表している。
　平成12年の本市の総需要10兆1,604億円は、各産業のモノやサービスをつくるために原材料・燃料等として、再び販売されていく「中間需要」3兆5,323億円（34.8％）と、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、市内総固定資本形成、在庫純増及び移輸出から構成される「最終需要」6兆6,280億円（65.2％）の二つに大別される。また、総需要から移輸出を差し引いた「市内需要」7兆2,267億円に占める「中間需要」の構成割合をそれぞれ「中間需要率」とすると、中間需要率は48.9％である。
　なお、全産業部門合計（内生部門計）に限り、次のような関係式が成り立つ。
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部門名

実額

構成比

実額

構成比

実額

構成比

実額

構成比

実額

構成比

実額

構成比

実額

構成比

1農林水産業

0 0.0 11 0.1 40 0.5 11 0.2 6 0.2 -0  0.1 68 0.2

2鉱業

31 1.8 66 0.3 56 0.7 34 0.5 23 0.8 -0  0.0 210 0.5

3食料品

20 1.2 216 1.0 135 1.7 37 0.5 59 2.1 -14  3.3 453 1.1

4繊維製品

1 0.1 15 0.1 4 0.0 2 0.0 2 0.1 -0  0.0 24 0.1

5パルプ・紙・木製品

9 0.5 101 0.5 34 0.4 18 0.2 13 0.5 -0  0.1 175 0.4

6化学製品

61 3.7 270 1.3 152 1.9 164 2.2 60 2.1 -0  0.1 706 1.7

7石油・石炭製品

3 0.2 22 0.1 15 0.2 23 0.3 8 0.3 -0  0.0 71 0.2

8窯業・土石製品

37 2.2 308 1.4 81 1.0 107 1.4 57 2.0 -1  0.1 589 1.4

9鉄鋼

100 6.0 1,052 4.9 355 4.5 585 7.8 282 10.1 -2  0.5 2,372 5.8

10非鉄金属

4 0.2 65 0.3 36 0.5 29 0.4 16 0.6 -0  0.0 150 0.4

11金属製品

45 2.7 478 2.2 92 1.2 89 1.2 49 1.8 -1  0.2 753 1.8

12一般機械

41 2.5 514 2.4 114 1.5 117 1.6 37 1.3 -1  0.2 822 2.0

13電気機械

49 2.9 513 2.4 100 1.3 330 4.4 44 1.6 -1  0.2 1,034 2.5

14輸送機械

3 0.2 60 0.3 4 0.1 17 0.2 4 0.2 -0  0.0 89 0.2

15精密機械

2 0.1 25 0.1 7 0.1 5 0.1 2 0.1 -0  0.0 42 0.1

16その他の製造工業製品

77 4.6 559 2.6 148 1.9 103 1.4 62 2.2 -1  0.2 948 2.3

17建設

92 5.5 1,983 9.2 97 1.2 302 4.0 239 8.6 -31  7.3 2,682 6.6

18電力・ガス・熱供給

30 1.8 226 1.1 198 2.5 346 4.6 127 4.5 -5  1.2 921 2.3

19水道・廃棄物処理

20 1.2 327 1.5 60 0.8 98 1.3 49 1.8 -14  3.3 540 1.3

20商業

143 8.6 3,054 14.2 593 7.6 314 4.2 295 10.6 -13  3.2 4,386 10.7

21金融・保険

100 6.0 995 4.6 790 10.1 277 3.7 124 4.4 -146  34.7 2,141 5.2

22不動産

16 1.0 166 0.8 2,162 27.6 1,511 20.2 288 10.3 -16  3.7 4,127 10.1

23運輸

145 8.7 1,978 9.2 358 4.6 399 5.3 218 7.8 -26  6.1 3,072 7.5

24通信・放送

196 11.8 518 2.4 188 2.4 383 5.1 67 2.4 -1  0.2 1,352 3.3

25公務

34 2.0 957 4.5 0 0.0 586 7.8 2 0.1 0 0.0 1,579 3.9

26教育・研究

28 1.7 1,643 7.6 8 0.1 283 3.8 21 0.8 -2  0.4 1,981 4.8

27医療・保健・社会保障・介護

60 3.6 1,976 9.2 214 2.7 228 3.1 59 2.1 -129  30.6 2,408 5.9

28その他の公共サービス

11 0.7 148 0.7 6 0.1 17 0.2 8 0.3 -7  1.6 183 0.4

29対事業所サービス

120 7.2 1,558 7.2 398 5.1 513 6.9 174 6.2 -8  1.9 2,756 6.7

30対個人サービス

181 10.9 1,667 7.8 1,365 17.4 517 6.9 392 14.0 -2  0.6 4,120 10.1

31事務用品

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

32分類不明

8 0.5 22 0.1 35 0.4 34 0.5 5 0.2 -0  0.0 102 0.3

内生部門計

1,668100.0 21,493100.0 7,846100.0 7,481100.0 2,789100.0 -420100.0 40,855100.0

表４　項目別粗付加価値額、及び構成比

家計外消費支出 雇用者所得 営業余剰 資本減耗引当 間接税（除関税） （控除）補助金 粗付加価値部門計
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（単位：億円、％）

北九州市 全国 北九州市

生産額 構成比 生産額 構成比 特化係数

1

農林水産業 109 0.1 143,697 1.5 0.095

2

鉱業 443 0.6 13,787 0.1 4.045

3

食料品 1,307 1.7 389,246 4.1 0.423

4

繊維製品 61 0.1 70,936 0.7 0.108

5

パルプ・紙・木製品 447 0.6 148,619 1.5 0.379

6

化学製品 2,524 3.3 261,025 2.7 1.217

7

石油・石炭製品 294 0.4 129,834 1.4 0.285

8

窯業・土石製品 1,406 1.8 83,691 0.9 2.115

9

鉄鋼 9,320 12.2 171,595 1.8 6.837

10

非鉄金属 436 0.6 61,378 0.6 0.894

11

金属製品 1,624 2.1 134,524 1.4 1.520

12

一般機械 1,982 2.6 285,867 3.0 0.873

13

電気機械 2,527 3.3 534,028 5.6 0.596

14

輸送機械 295 0.4 426,675 4.4 0.087

15

精密機械 94 0.1 39,389 0.4 0.300

16

その他の製造工業製品 2,158 2.8 326,384 3.4 0.832

17

建設 5,712 7.5 773,105 8.1 0.930

18

電力・ガス・熱供給 2,111 2.8 192,882 2.0 1.378

19

水道・廃棄物処理 799 1.0 77,162 0.8 1.303

20

商業 6,176 8.1 969,476 10.1 0.802

21

金融・保険 3,130 4.1 381,495 4.0 1.033

22

不動産 4,797 6.3 658,527 6.9 0.917

23

運輸 5,817 7.6 479,069 5.0 1.528

24

通信・放送 2,056 2.7 221,395 2.3 1.169

25

公務 2,078 2.7 362,259 3.8 0.722

26

教育・研究 2,536 3.3 362,939 3.8 0.880

27

医療・保健・社会保障・介護 4,000 5.3 440,060 4.6 1.144

28

その他の公共サービス 281 0.4 42,323 0.4 0.836

29

対事業所サービス 4,458 5.9 762,460 8.0 0.736

30

対個人サービス 6,721 8.8 584,494 6.1 1.447

31

事務用品 146 0.2 18,422 0.2 0.998

32

分類不明 335 0.4 42,123 0.4 1.001

合計 76,179 100.0 9,588,865 100.0 1.000

部門名
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北九州市 全国

部門名

中間投入額 市内生産額 中間投入率 中間投入額 国内生産額 中間投入率

1農林水産業 40 109 36.7 62,949 143,697 43.8

2鉱業 233 443 52.6 7,221 13,787 52.4

3食料品 854 1,307 65.3 233,737 389,246 60.0

4繊維製品 37 61 60.7 44,277 70,936 62.4

5パルプ・紙・木製品 272 447 60.9 94,023 148,619 63.3

6化学製品 1,818 2,524 72.0 181,760 261,025 69.6

7石油・石炭製品 223 294 75.9 76,439 129,834 58.9

8窯業・土石製品 817 1,406 58.1 47,316 83,691 56.5

9鉄鋼 6,948 9,320 74.5 124,439 171,595 72.5

10非鉄金属 286 436 65.6 40,933 61,378 66.7

11金属製品 872 1,624 53.7 71,967 134,524 53.5

12一般機械 1,160 1,982 58.5 176,913 285,867 61.9

13電気機械 1,492 2,527 59.0 359,618 534,028 67.3

14輸送機械 206 295 69.8 326,775 426,675 76.6

15精密機械 52 94 55.3 23,090 39,389 58.6

16その他の製造工業製品 1,210 2,158 56.1 195,595 326,384 59.9

17建設 3,029 5,712 53.0 408,523 773,105 52.8

18電力・ガス・熱供給 1,190 2,111 56.4 88,917 192,882 46.1

19水道・廃棄物処理 259 799 32.4 28,239 77,162 36.6

20商業 1,790 6,176 29.0 283,110 969,476 29.2

21金融・保険 989 3,130 31.6 121,233 381,495 31.8

22不動産 670 4,797 14.0 92,129 658,527 14.0

23運輸 2,745 5,817 47.2 250,145 479,069 52.2

24通信・放送 704 2,056 34.2 88,483 221,395 40.0

25公務 499 2,078 24.0 95,313 362,259 26.3

26教育・研究 555 2,536 21.9 76,597 362,939 21.1

27医療・保健・社会保障・介護 1,592 4,000 39.8 175,396 440,060 39.9

28その他の公共サービス 98 281 34.9 14,793 42,323 35.0

29対事業所サービス 1,702 4,458 38.2 307,537 762,460 40.3

30対個人サービス 2,601 6,721 38.7 248,903 584,494 42.6

31事務用品 146 146 100.0 18,422 18,422 100.0

32分類不明 232 335 69.3 29,255 42,123 69.5

合計 35,323 76,179 46.4 4,394,046 9,588,865 45.8

表３　中間投入額（＝市内生産額－粗付加価値額）
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北九州市 全国

部門名

中間需要額 市内需要 中間需要率 中間需要額 国内需要 中間需要率

1農林水産業

390 666 58.5 114,832 164,883 69.6

2鉱業

847 850 99.6 100,597 100,477 100.1

3食料品

670 2,721 24.6 132,740 438,731 30.3

4繊維製品

171 554 30.8 39,316 102,116 38.5

5パルプ・紙・木製品

940 1,029 91.3 149,315 167,301 89.2

6化学製品

1,904 2,091 91.0 222,635 288,049 77.3

7石油・石炭製品

974 1,269 76.8 104,139 148,379 70.2

8窯業・土石製品

671 687 97.6 78,830 87,663 89.9

9鉄鋼

5,179 5,130 100.9 162,086 176,108 92.0

10非鉄金属

460 457 100.6 68,788 79,958 86.0

11金属製品

836 964 86.8 124,979 138,169 90.5

12一般機械

529 1,975 26.8 88,448 305,323 29.0

13電気機械

783 1,994 39.3 226,950 621,754 36.5

14輸送機械

251 643 39.1 216,272 445,427 48.6

15精密機械

59 564 10.5 11,732 50,168 23.4

16その他の製造工業製品

1,832 2,328 78.7 269,057 356,803 75.4

17建設

824 5,712 14.4 89,792 773,105 11.6

18電力・ガス・熱供給

1,617 2,103 76.9 132,551 192,897 68.7

19水道・廃棄物処理

501 748 67.0 48,473 77,167 62.8

20商業

2,381 6,028 39.5 345,688 976,250 35.4

21金融・保険

2,526 3,185 79.3 276,382 385,200 71.8

22不動産

797 4,953 16.1 91,278 658,533 13.9

23運輸

2,731 4,040 67.6 305,255 507,915 60.1

24通信・放送

989 1,554 63.7 141,987 222,659 63.8

25公務

54 2,078 2.6 7,088 362,259 2.0

26教育・研究

913 2,546 35.8 116,418 363,349 32.0

27医療・保健・社会保障・介護

69 3,907 1.8 8,065 440,069 1.8

28その他の公共サービス

121 399 30.3 10,673 42,927 24.9

29対事業所サービス

4,541 5,391 84.2 605,808 781,800 77.5

30対個人サービス

255 5,187 4.9 41,408 612,001 6.8

31事務用品

146 146 100.0 18,422 18,422 100.0

32分類不明

366 368 99.4 44,045 44,614 98.7

合計

35,323 72,267 48.9 4,394,04610,130,476 43.4

表５　中間需要額（＝市(国)内需要－市(国)内最終需要）

　　「総需要」　　　　「中間需要」＝「中間投入」
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部門名 中間需要率 中間投入率 類型

1農林水産業

58.5 36.7 (4)

2鉱業

99.6 52.6 (1)

3食料品

24.6 65.3 (2)

4繊維製品

30.8 60.7 (2)

5パルプ・紙・木製品

91.3 60.9 (1)

6化学製品

91.0 72.0 (1)

7石油・石炭製品

76.8 75.9 (1)

8窯業・土石製品

97.6 58.1 (1)

9鉄鋼

100.9 74.5 (1)

10非鉄金属

100.6 65.6 (1)

11金属製品

86.8 53.7 (1)

12一般機械

26.8 58.5 (2)

13電気機械

39.3 59.0 (2)

14輸送機械

39.1 69.8 (2)

15精密機械

10.5 55.3 (2)

16その他の製造工業製品

78.7 56.1 (1)

17建設

14.4 53.0 (2)

18電力・ガス・熱供給

76.9 56.4 (1)

19水道・廃棄物処理

67.0 32.4 (4)

20商業

39.5 29.0 (3)

21金融・保険

79.3 31.6 (4)

22不動産

16.1 14.0 (3)

23運輸

67.6 47.2 (4)

24通信・放送

63.7 34.2 (4)

25公務

2.6 24.0 (3)

26教育・研究

35.8 21.9 (3)

27医療・保健・社会保障・介護

1.8 39.8 (3)

28その他の公共サービス

30.3 34.9 (3)

29対事業所サービス

84.2 38.2 (4)

30対個人サービス

4.9 38.7 (3)

31事務用品

100.0 100.0 (1)

32分類不明

99.4 69.3 (1)

合計

48.9 46.4 －

表７　中間投入率・中間需要率相関図

　　　　　　　　　　　「最終需要」＝「北九州市内最終需要」＋「移輸出」　　　　　「総供給」
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝「粗付加価値」＋「移輸入」
　表５は、平成12年の32部門分類別中間需要額と中間需要率を表している。
　これをみると、本市の中間需要率の高い部門は、上から鉄鋼（100.9％）、非鉄金属（100.6％）、鉱業（99.6％）、窯業・土石製品（97.6％）、パルプ・紙・木製品（91.3％）と続き、製造業部門が上位を占めている。製造業以外では、対事業所サービス（84.2％）、金融・保険（79.3％）、その他の製造工業製品（78.7％）、電力・ガス・熱供給（76.9％）も高い。一方、中間需要率の低い部門は、下から医療・保健・社会保障・介護（1.8％）、公務（2.6％）、対個人サービス（4.9％）、精密機械（10.5％）、建設（14.4％）と続いている。

表５をグラフで表した図４でも見てとれるように、上述は全国にも似たような傾向が見られる。
　表６は、32部門分類別項目別最終需要の金額、及び構成比である。
　これによると、最終需要額合計は6兆6,280億円であり、実額の高い部門から見ると、鉄鋼7,562億円（11.4％）、対個人サービス7,358億円（11.1％）、商業5,234億円（7.9％）、建設4,888億円（7.4％）と続いている。これは、生産された財やサービスが最終的にどれだけ消費や投資、移輸出などの最終需要に回ったかを示している。また、鉄鋼の移輸出額は、全産業の移輸出額の中で最大の25.9％を占めており、市外からの需要が高いことが分かる。
  項目別にみると、家計外消費支出（宿泊、日当、交際費、福利厚生費等）は対個人サービス（65.4％）、商業（10.0％）へ、民間消費支出は不動産（20.3％）、対個人サービス（18.7％）へ、一般政府消費支出は医療・保健・社会保障・介護（46.8％）、公務（31.8％）へ、総固定資本形成（建物、構築物等有形固定資産の取得）は建設（56.3％）、一般機械（17.1％）へ、在庫純増は一般機械（32.3％）、鉄鋼（31.6％）への需要が高い。


５．産業の投入・産出相互依存関係
　投入構造、産出構造で述べた中間投入率、中間需要率は、組み合わせてみると、各産業の相互依存関係をみることができる。
　表７、図５は、32部門分類別に、中間投入率（投）、中間需要率（需）の50％を境に、（１）～（４）のタイプに分類したものである。（１）は加工型・中間財型産業（投＞50、需＞50）、（２）は加工型・最終需要型産業（投＞50、需＜50）、（３）は基礎素材型・最終需要型産業（投＜50、需＜50）、（４）は基礎素材型・中間財型産業（投＜50、需＞50）といえる。

（１）加工型・中間財型産業（投＞50、需＞50）
　このタイプは、生産活動をするのに他の産業から比較的多くの原材料、燃料等を購入し、その成果物である生産物もまた、その多くを原材料、燃料等として、他の産業へ供給されていく産業である。
　　　　４つのタイプの中で、最も他の産業との相互依存関係が強い。
　　　　ここに属する産業は、鉄鋼、非鉄金属、石油・石炭製品、化学製品、窯業・土石製品、鉱業等の素材品製造業を中心に12部門である。

（２）加工型・最終需要型産業（投＞50、需＜50）
　　　　このタイプは、生産活動をするのに他の産業から比較的多くの原材料，燃料等を購入し，その成果物である生産物は、（１）とは逆に、その多くを消費、設備投資等として、最終需要に振り向けられる産業である。
　　　　ここに属する産業は、輸送機械，建設，食料品，電気機械，繊維製品，精密機械，一般機械の７部門である。
　　　　これをみると、主に一般消費者向け製品を生産する生活関連型製造業が該当している。

（３）基礎素材型・最終需要型産業（投＜50、需＜50）
　　　　このタイプは、生産活動をするのに原材料をあまり使用せず、成果物である生産物は多くを最終需要に振り向けられる産業である。
　　　　ここに属する産業は、公務、対個人サービス、医療・保健・社会保障・介護、不動産、その他の公共サービス、教育・研究、商業の７部門である。
　　　　これをみると、主に一般消費者向けサービスを提供するサービス業が該当している。

（４）基礎素材型・中間財型産業（投＜50、需＞50）
　　　　このタイプは、生産活動をするのに原材料をあまり使用しないが、（３）とは逆に、その多くを原材料、燃料等として、他の産業へ供給されていく産業である。
　　　　ここに属する産業は、対事業所サービス、金融・保険、通信・放送、農林水産業、運輸、水道・廃棄物処理の６部門である。
　　　　これをみると、主に自然界からの採取により、生産物を得る産業と事業所向けサービスを提供するサービス業が該当している。








